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１．指定に係る変更届について 

 （１）提出について 

○提出書類：変更届出書（居宅介護支援、介護予防支援、地域密着型サービス及び総合事業で 

それぞれ様式が異なります。） 

         変更内容がわかる添付書類⇒【添付が必要な書類（例）】等 参照 

   ○提出時期：変更日から１０日以内。 

         ※未来の日付での受付は行いません。 

（受付不可の例：令和６年８月１日変更、令和６年７月３１日提出） 

 

（２）提出にあたっての注意事項 

・変更届出書を提出するにあたって必要な書類については、【添付が必要な書類（例）】を参考に

添付書類の漏れがないかご確認のうえ、ご提出ください。 

・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（以下「勤務形態一覧表」という。）内の、「常勤換

算方法」、「常勤・非常勤」及び「専従・兼務」等について、記載誤りがよく見受けられますの

で、「５．変更届出書の提出に関する注意事項について」をご確認のうえ、ご提出ください。 

・他市町村から指定を受けている場合は、当該市町村へも提出が必要です。 

 

 （３）運営規程に係る「従業者の職種、員数及び職務の内容」に変更があった場合 
・変更届出書はその都度提出するのではなく、年１回、４月１日を基準日として４月１０日まで

に提出することで差し支えありません。 

・各人員基準において置くべきとされている員数を満たす範囲においては、「○人以上」と記載

することも可能です。 

・ただし、基準日の属する年度中に運営規程についてその他の届け出るべき変更があれば変更届

出書の提出が必要となります。 

・介護給付費算定の変更を伴う従業者変更の場合は、「３．介護給付費算定に係る体制等に関する

届出について」の手続が必要です。 

 

（４）電話番号やＦＡＸ番号に変更があった場合 

・本市が毎年度発行している「介護サービス事業所ガイドブック」等に掲載している内容を変更

する必要がありますので、本市へご連絡ください。変更届の提出は必要ありません。 

 

 

 

２．変更届における受理方針 

（１）変更届の内容については、法令等を遵守し厳正に審査します。 

各事業所は、変更届出書の提出に際して、法令等を遵守し、基準等を満たしていることを確認

したうえで、ご提出ください。 

（軽微な誤りであっても修正・再提出をしていただく場合があります。） 

 

（２）変更後の内容が基準を満たしているか、本市が確認を行い、正式に受理するものとします。 

提出時は添付書類の有無等のみの確認を行い、審査は改めて行います。 

 

（３）介護保険法では、変更届は変更後１０日以内に提出することとなっています。 

変更後１０日（１０日目が本市の閉庁日の場合はその次の開庁日）を過ぎて提出されたものに

ついては、遅延理由書兼誓約書を併せてご提出ください。 
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 （４）指定基準の適合性について判断を要する変更事項（利用定員の増員、面積要件を伴う事業の実

施場所の変更等）については、新規の指定に準じて取り扱いますので、事前に協議を受け現地

調査等を行う必要があります。この場合、現地調査等により要件が確認できるまでは届出を受

付できませんので、充分な日程的余裕をもって事前協議を行ってください。 

 

 （５）変更届出書には必ず変更内容（変更前・変更後）を具体的に記載してください。 

変更の内容が記載されていない場合は、追加で資料の提出を求める場合があります。 

 

（６）変更届出書の本市からの受理通知について 

令和３年度（受付分）より、変更届に係る本市からの受理通知はいたしませんのでご留意くだ

さい。なお、従来通り、届出時に変更届出書の写し等をご持参いただければ、本市受付印を押

印させていただきます。 

 

 

 

３．介護給付費算定に係る体制等に関する届出について 

 （１）提出について 

○提出書類： 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

（居宅介護支援、地域密着型サービス及び総合事業でそれぞれ様式が異なります。） 

          算定要件の確認がとれる添付書類（必要に応じて） 

           ⇒詳細は、「加算届出に必要となる書類一覧」等を参照 

   ○提出時期：「（２）届出日と加算等の算定開始月との関係」のとおり。 

 

（２）届出日と加算等の算定開始月との関係 

サービス種別 届出日 加算算定開始月 

居宅介護支援・地域密着型通所介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

認知症対応型通所介護・(看護)小規模多機能型居宅介護 

訪問介護相当サービス・生活支援型訪問サービス 

通所介護相当サービス・短時間型通所サービス 

毎月１５日以前 翌月 

毎月１６日以降 翌々月 

認知症対応型共同生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

※いずれも短期利用型を含む 

毎月１日 当該月 

毎月２日～月末 翌月 

    

  (注) 他市町村から指定を受けている場合は、当該市町村へも提出が必要です。 

 

（３）加算等が算定されなくなる場合 

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されな

くなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届け出てください。 
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 （４）サービス提供体制強化加算について 

添付書類として提出する「勤務形態一覧表」に誤りが多く見受けられますので、「５．変更届出

書の提出に関する注意事項について」を参照のうえ、常勤換算の計算等に誤りがないようご注

意ください。 

 

 

 

 

４．廃止・休止・再開に係る届出について 

 （１）指定を受けた事業について廃止または休止するとき 

    ○提出書類：廃止・休止届出書（別紙様式第二号(三)） 

          ※これまでにサービスを受けていた利用者に対する措置についてご記入ください。 

          ※休止の場合、休止予定期間も記入してください。 

○提出時期：廃止・休止日の 1か月前まで 

 

（２）休止した事業を再開するとき 

    ○提出書類：再開届出書（別紙様式第二号(五)） 

          ※新規の指定に準じて取り扱うこととなるため、事前協議が必要です。 

 

(注) 他市町村から指定を受けている場合は、当該市町村へも提出が必要です。 

 

 

 

５．変更届出書の提出に関する注意事項について 

（１）常勤・非常勤について 

 

参考解釈通知「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準につ

いて」通知第２の２（３）（抜粋） 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）に達していることをいうも

のである。 

同一事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と

同時並行的に行われることが差し支えないものと考えられるものについては、それぞれに係

る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば常勤の要件を満たすも

のであることとする。 

 

・介護保険上の「常勤」とは、事業所と職員との契約関係に関わらず、当該事業所において定め

られている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいうものです。 

・法人として常勤職員として雇用している場合でも２以上の事業所を勤務する場合は、原則とし

て非常勤として取り扱います。ただし、同一事業者によって当該事業所に併設される事業所の

職務であって、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないものと考えられ

るものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達し

ていれば常勤の要件を満たします。 
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  （２）専従・兼務について 

 ・「専従（専ら従事する）」は、原則としてサービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務

に従事しないことをいいます。 

 ・２つ以上の職種に従事する場合は、「兼務」となります。  

（例：管理者兼介護職員、介護支援専門員兼介護職員） 

  ・２事業所以上にわたり職務に従事する場合は、「兼務」となります。 

  （例：Ａ事業所「介護職員」兼Ｂ事業所「介護職員」） 

 

 （認知症対応型共同生活介護） 

・グループホームの管理者の配置について、共同生活住居ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならないとされています。「１の事業所に複数の共同生活住居を設ける場

合、それぞれの共同生活住居の管理上支障がない場合は、同一事業所の他の共同生活住居との

兼務もできるものとする」とされているため、２ユニットで職務に従事する場合は「兼務」と

なります。 

・同一事業所内で２ユニット以上職務に従事する場合は、同一職種（例：介護職員）での勤務で

あっても勤務体制一覧表の取扱いは「兼務」となります。 

 

（介護予防支援） 

・介護予防支援業務に携わる職員で地域包括支援センター業務にも携わっている場合は、「兼務」と

なります。 

 

（３）常勤換算方法について 

・常勤専従の者については、勤務すべき時間に関わらず「１」として算出します。（ただし、グルー

プホームの人員基準等の常勤換算数を求めるときには通常の算出方法で行う場合もあります。）

また、常勤換算数が「１」を超える者については、「１」として算出します。 

・常勤専従以外の常勤兼務や非常勤専従等については、それぞれの職員の４週の勤務時間の合計か

ら週平均の勤務時間を算出して、各従業者の平均勤務時間数を合計したものを常勤の従業者が週

に勤務すべき時間数で割って算出します。（小数第２位以下切り捨て。） 

※「週平均の勤務時間」の算出では、切り捨て等の処理は行わず、そのままの値を使って、常勤換

算数を算出してください。ただし、書類上の表記については小数第２位以下を切り捨てた数字を

記載してください。 

・同一事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時並

行的に行われることが差し支えないものと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間

の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば常勤の要件を満たすこととなるため、

常勤換算数は「１」となります。ただし、個人の常勤換算数は「１」を超えることはないため、

算出時はご注意ください。 

・常勤換算数について、同一職種の者が複数いる場合については、その対象となる者の「４週の合

計」を全て足し合わせ、「常勤職員が月に勤務すべき時間」で割る算出方法もあります。 

・常勤専従の者が１か月を超える長期休暇をとる場合は、「１」として算出することはできない。 

・常勤兼務の者については、常勤換算数の計算に出張及び休暇の期間を含めることができる。ただ

し、日々の人員基準には含めることができないので実際に配置される介護従業者で人員基準を満

たすこと。 
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◆算出例 

 勤務形態 ４週の合計 
1 週あたり 

（平均） 
常勤換算数 備考 

ア 
Ａ 

（常勤専従） 
157.5 時間 

39.3 時間 

（39.375 時間） 
1 

常勤専従は

「１」で算

出 

イ 
Ｂ 

（常勤兼務） 
100 時間（イ） 25 時間 

1.6 

（☆） 

２つ以上の

職種を兼務 

ウ 
Ｃ 

（非常勤専従） 
80 時間（ウ） 20 時間 

 

エ 
Ｄ 

（非常勤兼務） 
60 時間（エ） 15 時間 

２つの事業

所を兼務 

合計  397.5 時間 99.375 時間 2.6 
 

※常勤専従は１として算出、※週に勤務すべき時間  37.5 時間（①） 

☆常勤専従以外の常勤換算数算出 

 （対象職員の 4週の合計の総合計）÷（週に勤務すべき時間×4週） 

（100（イ）＋80（ウ）＋60（エ））÷（37.5（①）×4）＝1.6（小数第 2位以下切り捨て） 

 

 

 

６．各種書類に関する注意事項（再確認） 

（１）代表者又は事業所・施設の管理者を変更する場合 

・誓約書について正しい参考様式をご使用ください。 

◇居宅介護支援 

介護保険法第７９条第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書(標準様式 6及び別紙②) 

◇介護予防支援 

介護保険法第１１５条の２２第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書(標準様式 6及び別紙 

④) 

◇地域密着型サービス 

介護保険法第７８条の２第４項各号の規定に該当しない旨の誓約書(標準様式 6及び別紙①) 

   ◇地域密着型サービス（予防給付） 

介護保険法第１１５条の１２第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書(標準様式 6及び別紙

③) 

◇介護予防・日常生活支援総合事業 

介護保険法第１１５条の４５の５第２項の規定に該当しない旨の誓約書（標準様式 5） 

  ・経歴書や指定にかかる資格等について漏れなくご提出ください。 

 

（２）事業所・施設の建物構造、専用区画等を変更する場合 

・事業所の建物の構造、専用区画等の変更については、事前に本市と協議を行い、了承を得たうえ

で手続を行ってください。 

・事前協議や変更届出書の提出がなく、専用区画等を変更し運営している場合は、理由如何を問わ

ず、直ちに原状回復してください。 
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 ・その他については、「２．変更届における受理方針」を再度確認してください。 

 

（３）運営規程を変更する場合 

・職種、勤務形態（常勤・非常勤、専従・兼務）、人数の記載誤りにご注意ください。特に、運営規

程に記載の内容と勤務形態一覧表との齟齬がみられるケースが多いため、誤りのないよう提出前

に再度確認してください。 

  ・旧の運営規程も必ずご提出ください。 

     

（４）加算等を変更する場合 

・加算等に変更がある場合は、該当のサービス種別の「加算届出に必要となる書類一覧」等（本市

ホームページに掲載）を確認し、必要な書類を添付のうえ、ご提出ください。 

・常勤換算方法に係る加算の変更を行う場合は、勤務形態一覧表において「常勤・非常勤」、「専

従・兼務」、「計算方法」等について十分確認したうえで、ご提出ください。 

・資格が条件となる加算については、資格証や研修修了証書を併せてご提出ください。 

また、対象となる職員が資格を取得した日を必ず確認してください。 

  

（５）介護支援専門員を変更する場合 

・計画作成担当者や介護支援専門員等の職務にあたっていない介護職員や看護職員等についても、

介護支援専門員の資格を有する方については、全員届出を行ってください。 

・提出書類に不足がないよう再度確認してください。 

 提出書類 備考 確認欄 

① 勤務形態一覧表 標準様式１  

② 資格を証する書面 介護支援専門員証(写)  

③ 研修受講修了証書（最新のもの） 介護支援専門員専門研修修了証書(写)  

④ 介護支援専門員一覧      標準様式７  

    ※主任介護支援専門員資格がある場合は、その資格にかかる書類を併せてご提出ください。 

 

（６）「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」を提出する場合（記載方法等含む） 

・提出前に人員等の配置基準を満たしているかを確認してください。（単純な記載漏れによる誤り

でも書類で確認できない場合は基準を満たしていないことになります。）また、実績で配置基準

を満たしていないことがわかれば速やかに本市に報告してください。 

・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」の標準様式について 

◇本市ホームページに掲載の標準様式を使用する場合は、勤務形態一覧表と共にシフト記号表に

ついても提出してください。 

・勤務形態一覧表の記載について 

◇「職種」、「勤務形態」、「氏名」及び「勤務時間」の記載誤りにご注意ください。 

◇介護福祉士等の資格や認知症対応型サービス事業管理者研修等の研修を修了している従業者

は、「資格」の欄に記載してください。 

◇勤務形態一覧表には、以下の内容も記載してください。 

・常勤の従業者が週に勤務すべき時間 

・勤務時間の凡例（シフト番号、勤務時間帯及び勤務時間数を記入） 

・サービス提供時間（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護） 
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    ・日中/夜間及び深夜の時間帯の区分（（看護）小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活

介護） 

・地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護及び地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護については、単位、ユニットごとに作成してください。 

・(看護）小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護については、日勤、夜勤それぞれ

の勤務時間の合計が確認できるよう記載してください。 

・「週平均の勤務時間」については、小数点以下切り捨て等の処理は行わず、そのままの値を使って、

常勤換算後の人数を算出してください。 

・「勤務時間」については、「常勤の従業者が週に勤務すべき時間」が上限となります。（週に勤務す

べき時間 37.5 時間の場合は、一日の勤務すべき時間が 7.5 時間を超える時間は、残業時間とな

るため、勤務時間には含めません。） 

・「夜間及び深夜の時間帯」については、各事業所において決めていただくことになりますが、一日

あたりの勤務時間が常勤の従業者が一日に勤務すべき時間を超えないように調整してください。

一日の基準は、「0時から 24 時まで」となります。 

 

（７）介護予防支援にかかる勤務時間数について 

・地域包括支援センター業務に携わる職員は「兼務」であるため、勤務体制一覧表には、介護予防

支援業務として勤務している時間と地域包括支援センター業務として勤務している時間を記載

してください。 

 

（８）その他書類提出に関する注意事項 

・変更届出書の提出が遅れてしまうケースが毎年見受けられますので、ご注意ください。 

・面積基準等の確認が必要な案件は、寸法が入った「平面図」をご提出ください。 

・「登記事項証明書」等については、原則全て原本の提出をお願いしていますが、原本を添付するこ

とが出来ない書類（土地貸借契約書や資格証明書等）や、複数の事業所があり原本を全て整える

ことが難しい場合等については、写しに代えることができます。 

その場合は、以下のような原本証明をしてください。 

 

 

 

 

上記は、原本と相違ないことを証明します。 

令和○○年○月○日 

○○法人○○○○○ 代表者 ○○ ○○       

 

代 表

者 

 印 
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